
参考資料 ４

ＩＣＴ国際標準化戦略マップの作成事例
（環境技術分野）

～気候変動に係るものを中心に～



「重点技術分野名（ICT環境技術）」

ＩＣＴの進展は、経済成長や利便性の向上に寄与すると同時に、身の回りのあらゆる機器や端末
がネットワークに接続されることにより ＩＣＴ機器が増加・高機能化し ネットワークを流通するト

技術分野の概要
がネットワークに接続されることにより、ＩＣＴ機器が増加・高機能化し、ネットワークを流通するト
ラヒックも加速度的に拡大することにもつながる。このため、ＩＣＴ機器・ネットワークの運用に伴う
電力消費量が増加する結果、ＣＯ２排出量が増加することが懸念されており、省エネ等の取組を
通じた地球温暖化への配慮が強く求められている。

標準 段階 プ 標準標準化段階 プレ標準化

主な構成技術要素

ＩＣＴ機器等の省エネルギー化

ＩＣＴ機器の利活用によるCO2削減
主な構成技術要素

(エネルギー利用効率の改善、物の生産・消費の効率化・削減、人・物の移動の削減)

ＩＣＴ機器による気候変動観測・適用技術

米国コンソーシアムThe Green Grid

関連する標準化団体・会
議

米国Climate Savers Computing Initiative環境保全プログラム

ＷＷＦとＥＴＮＯの共同プロジェクト「Saving the climate @ the speed of light」

ITU-T

※この他 欧州ＦＰ７においても「環境マネジメント及びエネルギ 効率のためのＩＣＴ」プロジェク※この他、欧州ＦＰ７においても「環境マネジメント及びエネルギー効率のためのＩＣＴ」プロジェク
トが本格化しつつあり、今後要調査

標準化のメインプレーヤ

ｷｰｶﾝﾊﾟﾆ･ｷｰﾊﾟｰｿﾝｷ ｶﾝﾊ ﾆ ｷ ﾊ ｿﾝ

特許関連情報

実現する製品・サービス

市場の立上がり予想時期市場の立上がり予想時期

市場規模

重点化する理由

「ＩＣＴ機器等の省エネルギー化技術について」

CO2排出量の削減のため、ＩＣＴ機器やネットワークの省エネルギー化を行う。

テーマの概要 （ＩＣＴと気候変動に関するITUシンポジウム（京都）においてＩＣＴ分野が担う重要な役割と指摘
された）

標準化段階 プレ標準化

キ テクノロジキーテクノロジ

関連する標準化団体・会議
現在はない（今後ＩＴＵ－Ｔなどが考えられる）。トップランナー基準の動向も思慮する必要があ
る。

標準化のメインプレーヤ

ｷｰｶﾝﾊﾟﾆ･ｷｰﾊﾟｰｿﾝ

標準化活動参加主要国

関連特許の状況関連特許の状況

実現する製品・サービス

市場の立上がり予想時期

市場規模市場規模
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「ＩＣＴ機器の利活用によるCO2削減の評価について」

ＩＣＴ機器を利活用し、生産、物流、消費活動の効率化、代替することにより、CO2削減が期待

テーマの概要
される。これらの削減効果の評価基準や原単位の設定の考え方を明確にする。

（ＩＣＴと気候変動に関するITUシンポジウム（京都）においてＩＣＴ分野が担う重要な役割と指摘
された）

標準化段階 プレ標準化標準化段階 プレ標準化

キーテクノロジ

関連する標準化団体・会議 現在はない（今後ＩＴＵ－Ｔなどが考えられる）

標準化のメインプレーヤ

ｷｰｶﾝﾊﾟﾆ･ｷｰﾊﾟｰｿﾝ

標準化活動参加主要国

関連特許の状況関連特許の状況

実現する製品・サービス

市場の立上がり予想時期

市場規模市場規模

「ＩＣＴ機器による気候変動観測・適用技術について」

地球温暖化への対応としてＩＣＴ機器による気候変動の観測や警報発信、情報伝達等が求め

テーマの概要

られている。そこで、ＩＣＴ機器による気候変動の観測や孤高変動への適用に係る手法、技術
を標準化することにより、観測等の効率化、精密化、高度化していく。

（ＩＣＴと気候変動に関するITUシンポジウム（京都）においてＩＣＴ分野が担う重要な役割と指摘
された）

標準化段階 プレ標準化

キーテクノロジ

関連する標準化団体・会議 現在はない（今後ＩＴＵなどが考えられる）

標準化のメインプレーヤ

ｷｰｶﾝﾊﾟﾆ･ｷｰﾊﾟｰｿﾝ

標準化活動参加主要国

関連特許の状況

実現する製品・サービス

市場の立上がり予想時期市場 り予想時期

市場規模
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「Ｔｈｅ Ｇｒｅｅｎ ＧｒｉｄにおけるICT環境技術に関する取り組み」

組織名称組織名称 Ｔｈｅ Ｇｒｅｅｎ Ｇｒｉｄ

目的 データセンタの省エネ化を促進するためのコンソーシアム

○ ボード企業：ＡＭＤ、デル、ヒューレット・パッカード、ＩＢＭ、インテル、マイクロソフト、サ

組織
ン・マイクロシステムズ 等

○ コンチュリビュート企業：ブリティッシュテレコム、エリクソン、ＰＧ＆Ｅ、シスコシステムズ、
富士通、富士通・シーメンス・コンピューターズ 等

参加資格参加資格

主要ﾒﾝﾊﾞ

他団体・組織との関係

活動状況

○ データセンタの省エネ化をグローバルで加速させる

・ データセンタの電力消費と効率をリアルタイムに計測

・ データセンタ企業にデータセンタの設計手法、運用方式を提供活動状況 デ タセンタ企業にデ タセンタの設計手法、運用方式を提供

・ データセンタの省エネ化に貢献する技術ロードマップを策定

○ 国内あるいは国際的な団体や官公庁と協調して活動を推進する

設立時期・本部所在地 ２００７年２月

URL

国内市場規模

IPR取扱い

標準等作成ルール

概 要

「Ｔｈｅ Ｇｒｅｅｎ ＧｒｉｄにおけるICT環境技術に関する取り組み」

２００７年２月にＡＭＤ、ヒューレット・パッカード、ＩＢＭ、サン・マイクロシステムズが主導して結成した、データセンタの省エネ
化を促進するためのコンソーシアム

概 要

○ データセンタの省エネ化をグローバルで加速させる

活動方針

・ データセンタの電力消費と効率をリアルタイムに計測

・ データセンタ企業にデータセンタの設計手法、運用方式を提供

・ データセンタの省エネ化に貢献する技術ロードマップを策定

○ 国内あるいは国際的な団体や官公庁と協調して活動を推進する

＜２００７年技術ロードマップ＞

デ タ収集 デ タアセスメント 技術提案

○基準とメトリックス（指標）の開発（Ｑ３’０７）

○データセンタ電力効率の明確化（Ｑ３’０７）

○省エネ基準のための市場調査（Ｑ３’０７）

○ベストプラクティスな運用方式（Ｑ４’０７）

○ロードマップ初版の発表（Ｑ４’０７）

○電力供給方式に関する研究（Ｑ３’０７）

データ収集 データアセスメント 技術提案

○ ボード企業： ＡＭＤ デル ヒューレット・パッカード ＩＢＭ インテル マイクロソフト サン・マイクロシステムズ 等

○省エネデータの収集を運用化（Ｑ４’０７） ○データセンタ性能のデータベース（Ｑ４’０７） ○冷却方式に関する研究（Ｑ４’０７）

参加企業

○ ボード企業： ＡＭＤ、デル、ヒューレット・パッカード、ＩＢＭ、インテル、マイクロソフト、サン・マイクロシステムズ 等

○ コンチュリビュート企業： ブリティッシュテレコム、エリクソン、ＰＧ＆Ｅ、シスコシステムズ、富士通、

富士通・シーメンス・コンピューターズ 等
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「Ｃｌｉｍａｔｅ Ｓａｖｅｒｓ Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ ＩｎｉｔｉａｔｉｖｅにおけるICT環境技術に関する取り組み」

組織名称 Ｃｌｉ Ｓ Ｃ ｉ Ｉ ｉ ｉ ｉ組織名称 Ｃｌｉｍａｔｅ Ｓａｖｅｒｓ Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ

目的
コンピュータ及びそのコンポーネントに関する新しい厳格な電力効率の目標基準を設定し、
かつ一般消費者及びユーザ企業による電力効率に優れたコンピュータと電力管理ツール
の導入を世界規模で促進の導入を世界規模で促進

組織

○ ボード企業： グーグル、インテル、デル、マイクロソフト、ＰＧ＆Ｅ、世界自然保護基金
（ＷＷＦ） 等

○ スポンサー企業： ヤフー ｅＢａｙ スターバックス サン・マイクロシステムズ ユニシス○ スポンサ 企業： ヤフ 、ｅＢａｙ、スタ バックス、サン・マイクロシステムズ、ユニシス、
ＡＭＤ、富士通（株）、（株）日立製作所、日本電気（株） 等

参加資格

主要ﾒﾝﾊﾞ主要ﾒﾝﾊ

他団体・組織との関係

活動状況

２０１０年までに全世界のコンピュータの電力効率を５０％向上させることで

２０１０年までに全世界の消費エネルギ を合計で５５億ドル分節約させる活動状況 → ２０１０年までに全世界の消費エネルギーを合計で５５億ドル分節約させる

→ ＣＯ２排出量を年間５，４００万トン削減させる

設立時期・本部所在地 ２００７年６月

URL

国内市場規模

IPR取扱い

標準等作成ルール

概 要

「Ｃｌｉｍａｔｅ Ｓａｖｅｒｓ Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ ＩｎｉｔｉａｔｉｖｅにおけるICT環境技術に関する取り組み」

○ ２００７年６月よりグーグルとインテルが主導して電力効率に優れたコンピュータやサーバの利用による環境保全プログラム（「イニシアチブ」
プログラム）の枠組みを構築

○ コンピュータ及びそのコンポーネントに関する新しい厳格な電力効率の目標基準を設定し、かつ一般消費者及びユーザ企業による電力

概 要

○ コンピュ タ及びそのコンポ ネントに関する新しい厳格な電力効率の目標基準を設定し、かつ 般消費者及びユ ザ企業による電力
効率に優れたコンピュータと電力管理ツールの導入を世界規模で促進

２０１０年までに全世界の ンピ タの電力効率を５０％向上させることで

目 標

２０１０年までに全世界のコンピュータの電力効率を５０％向上させることで

→ ２０１０年までに全世界の消費エネルギーを合計で５５億ドル分節約させる

→ ＣＯ２排出量を年間５，４００万トン削減させる

○ コンピュータ／コンポーネント・メーカ： 「イニシアチブ」プログラムの定める電力効率基準（年度ごとのＰＣ及び量産型サーバの電力効率
目標と、どのレベルの効率の製品をどれだけ購入すべきかの基準（本年中に制定予定））を満たすか、またはその基準を上回る製品の開発・
製造及び購入

参加対象及び参加内容

製造及び購入

○ ユーザ企業： 「イニシアチブ」プログラムの定める電力効率基準を満たすか、またはその基準を上回る製品の購入、及び電力効率向上の
ための電力管理ツールの使用

○ 環境団体／消費者団体／政府関連団体／公共団体： 電力効率に優れた製品や電力管理ツール使用のメリットをエンドユーザへ啓蒙

参加企業

○ 電力会社： 「イニシアチブ」プログラムの定める電力効率基準を満たすか、それを上回る製品の購入者を対象にした割引プログラムの実施

○ 一般消費者： オンラインでのプログラム参加宣言、電力効率に優れた製品の購入、電力管理ツールの使用

○ ボード企業： グーグル、インテル、デル、マイクロソフト、ＰＧ＆Ｅ、世界自然保護基金（ＷＷＦ） 等

○ スポンサー企業： ヤフー、ｅＢａｙ、スターバックス、サン・マイクロシステムズ、ユニシス、ＡＭＤ、富士通（株）、（株）日立製作所、
日本電気（株） 等

参加企業

4



「Ｓａｖｉｎｇ ｔｈｅ ｃｌｉｍａｔｅ ＠ ｔｈｅ ｓｐｅｅｄ ｏｆ ｌｉｇｈｔにおけるICT環境技術に関する取り組み」

組織名称 Ｓ ｉ ｈ ｌｉ ＠ ｈ ｄ ｆ ｌｉ ｈ組織名称 Ｓａｖｉｎｇ ｔｈｅ ｃｌｉｍａｔｅ ＠ ｔｈｅ ｓｐｅｅｄ ｏｆ ｌｉｇｈｔ

目的
ＩＣＴの利用によるＣＯ２削減について検討を行い、ＥＵレベルでの政策策定を求める活動を
実施。

組織
世界最大の自然保護ＮＧＯである世界自然保護基金（World Wide Fund for Nature：WWF）
と欧州電気通信事業者協会（ETNO）が、２００４年１１月から開始した共同プロジェクト。

参加資格

主要ﾒﾝﾊﾞ

他団体・組織との関係

２００６年１０月に「ＥＵ等におけるＣＯ２排出削減の第一ロードマップ」を作成・公表。
第 ズ

活動状況

☆第一フェーズ
テレビ会議、テレワーク等いくつかのＩＣＴ利活用により、2010年までにＥＵにおいて5千
万トンのＣＯ２排出を削減。

☆第二フェーズ

2020年をターゲットとした戦略を2010年までに策定。戦略では、さらなるICTサービスや
システムソリューションを盛り込み、持続可能な消費、生産、都市計画、コミュニティ開発
等の領域にも踏み込んだ、意欲的なＣＯ２排出削減のＩＣＴ利用をターゲットとする。

設立時期・本部所在地 ２００４年１１月設立時期 本部所在地 ２００４年１１月

URL

国内市場規模

IPR取扱いIPR取扱い

標準等作成ルール

「Ｓａｖｉｎｇ ｔｈｅ ｃｌｉｍａｔｅ ＠ ｔｈｅ ｓｐｅｅｄ ｏｆ ｌｉｇｈｔにおけるICT環境技術に関する取り組み」

○ 世界最大の自然保護ＮＧＯである世界自然保護基金（W ld Wid F d f N t WWF）と欧州電気通信事業者協会○ 世界最大の自然保護ＮＧＯである世界自然保護基金（World Wide Fund for Nature：WWF）と欧州電気通信事業者協会
（ETNO）が、２００４年１１月から開始した共同プロジェクト。

○ ＩＣＴの利用によるＣＯ２削減について検討を行い、ＥＵレベルでの政策策定を求める活動を実施。

○ ２００６年１０月に「ＥＵ等におけるＣＯ２排出削減の第 ロ ドマップ」を作成 公表

背景

○ ２００６年１０月に「ＥＵ等におけるＣＯ２排出削減の第一ロードマップ」を作成・公表。

ロードマップの概要

背景

○ＥＵにおける２０２０年、２０５０年レベルでの大規模
なＣＯ２排出削減のためには、これまでのような対策
だけでは不可能であり、インフラ、ビジネス・ライフス
タイルの構造的な変革を可能とするＩＣＴの利用が不タイルの構造的な変革を可能とするＩＣＴの利用が不
可欠。

ロードマップ
☆第一フェーズ☆第一フェーズ

テレビ会議、テレワーク等いくつかのＩＣＴ利活用に
より、2010年までにＥＵにおいて5千万トンのＣＯ２排
出を削減。

☆第二フェーズ

テレワーク：ＥＵ25カ国の就業者の10％がテレワークを実施することに
より、年2200万ﾄﾝのＣＯ２削減。

電話会議：ＥＵ25カ国の就業者が年間1回の会議を電話会議におきか
☆第二フェーズ

2020年をターゲットとした戦略を2010年までに策定。
戦略では、さらなるICTサービスやシステムソリュー
ションを盛り込み、持続可能な消費、生産、都市計
画 コミ ニティ開発等の領域にも踏み込んだ 意欲

えることにより、年212.8万ﾄﾝのＣＯ２削減。
ＴＶ会議：ＥＵ25カ国の出張の20％をＴＶ会議に置き換えることにより、

年2235万ﾄﾝのＣＯ２削減。
オンライン電話料金請求：ＥＵ15カ国の全てのｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ世帯、ＥＵ

25カ国の全ての携帯電話加入者の料金請求をオンラインに画、コミュニティ開発等の領域にも踏み込んだ、意欲
的なＣＯ２排出削減のＩＣＴ利用をターゲットとする。

25カ国の全ての携帯電話加入者の料金請求をオンラインに
することにより、年103万ﾄﾝのＣＯ２削減。

Ｗｅｂ税申告：ＥＵ25カ国の全就業者（1億9300万人）がｲﾝﾀｰﾈｯﾄにより
税還付申告を行うことにより、年19万5790ﾄﾝのＣＯ２削減。
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「国際電気通信連合（ITU) におけるICT環境技術に関する取り組み」

組織名称 ITU T組織名称 ITU-T

目的 電気通信分野における技術、運用、保守などに係る勧告を作成

組織 １３のＳＧにおいて勧告を作成組織 １３のＳＧにおいて勧告を作成

参加資格 各国政府、民間企業（なおＦＧは資格制限がない）

主要ﾒﾝﾊﾞ

他団体・組織との関係

２００７年１１月、テクノロジーウオッチブリーフィングレポート “ＩＣＴと気候変動” を公表。

２００７年１２月、ITU-T TSAG会合において今後の活動計画を策定

活動状況

２００７年１２月、COP13においてITUの取組みを報告

ＩＣＴと気候変動に関するITUシンポジウム

京都 ：２００８年４月１５、１６日

ロンドン：２００８年６月１７、１８日

２００８年 ７月、ＴＳＡG ＦＧの設置決定

２００８年１０月、ＷＴＳＡ 気候変動の改善に関する決議、新研究課題の作成

設立時期・本部所在地 現在のＩＴＵ－Ｔは１９９２年、ジュネーヴ

URL

国内市場規模

IPR取扱い ＩＴＵの定めたＩＰＲポリシーによる

標準等作成ルール

☆２００７年１１月、テクノロジーウオッチブリーフィングレポート “ＩＣＴと気候変動” を公表。

「国際電気通信連合（ITU) におけるICT環境技術に関する取り組み」

○． 気候変動とＩＣＴの影響

ＩＣＴ分野は２．５％の温室効果ガスを排出。ＩＣＴの占めるＧＤＰの割合に比べると非常に小さいが、これはＩＣＴの主なアウトプットが物質

ではなく情報であることに起因。しかし、ＩＣＴユーザの増加、ユーザ一人あたりが使用するＩＣＴ機器の増加、機能の高度化等に伴い、ＩＣ
ＴのＣＯ２排出削減に向けた取組が必要。排 減 組 要。

○． 地球温暖化に貢献するＩＣＴ

・ ＩＣＴ分野自体のエネルギー消費を削減することで、ＩＣＴは“直接的に”地球温暖化問題に貢献可能。

・ ＩＣＴを活用してＣＯ２を排出しないよう代替を行うことで、ＩＣＴは“間接的に”地球温暖化問題に貢献可能。
・ 他分野においてＣＯ２削減を行いそれをモニタリングする技術を提供することにより、ＩＣＴは“体系的に”地球温暖化問題に貢献可能。

○． 気候変動に関するＩＴＵ－Ｔの取組

ＩＴＵｰＴはスタディーグループを通じ、既に気候変動に関する標準化、調査研究等の取組を実施。

取組例： 電気通信機器の所要電力の低減（例：Ｇ－ＰＯＮの省エネ化）、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）（ＮＧＮは現在のＰＳＴＮ（公衆交換

電話網）と比べ、エネルギー消費量を４０％削減するとの試算あり）、ＲＦＩＤ・センサーを用いたエネルギー制御等に役立つユビ電話網）と比 、 ネルギ 消費量を４０％削減するとの試算あり）、ＲＦＩＤ センサ を用いた ネルギ 制御等に役立つユビ
キタス・センサー・ネットワーク（ＵＳＮ）、渋滞解消に役立つＩＴＳ、交通代替に役立つテレビ会議システム 等

☆２００７年１２月、ITU-T TSAG会合において今後の活動計画を策定

○ ２００８年４月に京都でＩＣＴと気候変動に関するワ クショップを開催○ ２００８年４月に京都でＩＣＴと気候変動に関するワークショップを開催。

○ ワークショップの結果とＴＳＡＧのさらなる提案に基づき、ＷＴＳＡ（電気通信標準化総会：２００８年１０月開催）に対し下記に関する包括的なレ

ポートを作成。

・ ＩＴＵ－Ｔ勧告の実行により可能となる温室効果ガス排出削減目標の設定

・ 新規（及び既存）勧告の温室効果ガス排出の影響を評価するための気候制御要件のチェックリストの作成。ＩＴＵの気候変動に関する

目標を達成するためのアクションプランの策定

・ ２００８年のＷＴＳＡに提案する気候変動の改善に関する決議案並びに２００９～２０１２年の４年間における温室効果ガスの削減に関

する研究課題案の作成 等

○ WTSAの合意に基づき標準化関連作業を実行。

☆２００７年１２月、COP13においてITUの取組みを報告

6



環境技術 標準 戦略 プ

2004 201620122008

ICT環境技術についての標準化戦略マップ
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